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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表層C濃度が０．６０～１．０％の範囲内である真空共析浸炭材又は異常層を除去した
ガス浸炭材から成る、下記式(１)～(３)で与えられる硬さＨＶ(m)が７５０ＨＶ以上の被
処理材に対して、該被処理材よりも５０ＨＶ～２５０ＨＶの範囲内で硬さの高い投射材を
投射し、該被処理材の削食量を５μｍ以下に抑制しつつ１８００ＭＰａ以上の高い圧縮残
留応力を付与することを特徴とするショットピーニング方法。
　　　ＨＶ(m)＝{f(C)-ｆ(T,t)}(1-γＲ/100)＋400×γＲ/100・・・式(１)
　　　　ｆ(C)＝-660C２＋1373C＋278　　　　　　　　　　 ・・・式(２)
　　　ｆ(T,t)＝0.05T(logｔ＋17)－318                  ・・・式(３)
　但し  C：浸炭による表層C（カーボン）濃度（質量％）
　　　  T：焼戻し温度（K）
　　　  t：焼戻し保持時間（hr）
　　    γＲ：残留オーステナイト量（体積％）
【請求項２】
　請求項１において、前記投射材の粒径をφ０．０５～０．６ｍｍの範囲内とし、該投射
材をエア圧力０．４～０．６ＭＰａで前記被処理材に投射することを特徴とするショット
ピーニング方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　この発明はショットピーニング方法に関し、詳しくは被処理材の表層に従来に増して高
い圧縮残留応力を付与することのできるショットピーニング方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、自動車の歯車等に用いられている浸炭処理材をはじめとする高強度材の疲労強度
向上の手段として、材料へのヘビーショットピーニング処理が有用な手段として適用され
ている。
　歯元曲げ疲労強度の向上には、ショットピーニング処理による表層の圧縮残留応力が大
きな影響を与えていることがよく知られている。
【０００３】
　また圧縮残留応力の応力値は投射材の粒径，硬度，投射速度，投射時間等が影響するこ
ともよく知られており、ショットピーニングの条件が圧縮残留応力の応力値に及ぼす影響
についても従来様々な研究がなされている。
【０００４】
　近年、部品の小型化に伴って高強度鋼に対する更なる高強度化が求められており、また
これに伴い更なる疲労強度向上のために、ショットピーニング処理によって被処理材によ
り高い圧縮残留応力を付与することが求められている。
【０００５】
　例えば現状のヘビーショットピーニング処理による圧縮残留応力ピーク値１５００ＭＰ
ａに対し、２０％の疲労強度向上を目標としたとき、被処理材に１８００ＭＰａの圧縮残
留応力を付与することが必要である。
【０００６】
　従来にあっては、被処理材により高い圧縮残留応力を付与するために、高硬度の投射材
（ショット）の開発が主としてなされてきたが、単に投射材の硬さを高くしただけでは、
被処理材の硬さがその投射材の硬さに見合った硬さのものでないと、ショットピーニング
によって被処理材に高い圧縮残留応力を付与することができず、却って圧縮残留応力が低
下してしまうことがある。
【０００７】
　例えば投射材の硬さと被処理材の硬さとの組合せによっては、ショットピーニングによ
って被処理材に顕著な削食が生じる。
　この場合投射のエネルギーが削食に用いられるため、被処理材に効果的に圧縮残留応力
を付与できなくなってしまう。
【０００８】
　又は被処理材に対して投射材の硬さが著しく高いような場合には、被処理材に高い圧縮
残留応力を付与し得たとしても同時に削食が大きく生じて、そのことにより被処理材の表
面粗さを大きくし、疲労破壊の起点となる可能性がある。
　また削食が大きく生じることによって、部品の寸法が大きく減少変化してしまう。
【０００９】
　加えて硬度の著しく高い投射材は、これに応じてコストも高く、このような高コストの
投射材を用いても、達成できる圧縮残留応力は一定以上には大きくならず、コストだけが
高くなってしまうといった結果をもたらす。
　従って被処理材の表層に高い圧縮残留応力を適正に付与するためには、被処理材の硬さ
と投射材の硬さとのバランスを適正化する必要がある。
【００１０】
　しかしながらこうした知見については従来全く提案されていない。
　例えば、投射材を被処理材に投射して被処理材に圧縮残留応力を付与する技術として下
記特許文献１，特許文献２，特許文献３に開示されたものがある。
　しかしながら特許文献１には、削食についての知見は示されておらず、また特許文献２
に記載のものでは、被処理材と投射材との関係についての知見は示されていない。更に特
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許文献３に開示のものでは、同様に被処理材と投射材との関係についての知見が示されて
いない。
【００１１】
【特許文献１】特開２００２－３６１１５号公報
【特許文献２】特開２００１－７９７６６号公報
【特許文献３】特開平９－５７６２９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は以上のような事情を背景とし、被処理材の削食を抑制しつつ表層に高い圧縮残
留応力を付与することができ、疲労強度をその高い圧縮残留応力によって効果的に高める
ことのできるショットピーニング方法を提供することを目的としてなされたものである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　而して請求項１のものは、表層C濃度が０．６０～１．０％の範囲内である真空共析浸
炭材又は異常層を除去したガス浸炭材から成る、下記式(１)～(３)で与えられる硬さＨＶ
(m)が７５０ＨＶ以上の被処理材に対して、該被処理材よりも５０ＨＶ～２５０ＨＶの範
囲内で硬さの高い投射材を投射し、該被処理材の削食量を５μｍ以下に抑制しつつ１８０
０ＭＰａ以上の高い圧縮残留応力を付与することを特徴とする。
　　　ＨＶ(m)＝{f(C)-ｆ(T,t)}(1-γＲ/100)＋400×γＲ/100・・・式(１)
　　　　ｆ(C)＝-660C２＋1373C＋278　　　　　　　　　　 ・・・式(２)
　　　ｆ(T,t)＝0.05T(logｔ＋17)－318                  ・・・式(３)
　但し  C：浸炭による表層C（カーボン）濃度（質量％）
　　　  T：焼戻し温度（K）
　　　  t：焼戻し保持時間（hr）
　　    γＲ：残留オーステナイト量（体積％）
【００１４】
　請求項２のものは、請求項１において、前記投射材の粒径をφ０．０５～０．６ｍｍの
範囲内とし、該投射材をエア圧力０．４～０．６ＭＰａで前記被処理材に投射することを
特徴とする。
【発明の作用・効果】
【００１５】
　以上のように本発明は、式（１）～（３）で与えられる被処理材の硬さＨＶ(m)を７５
０ＨＶ以上となし、そしてこの被処理材に対し、これよりも５０～２５０ＨＶ硬い投射材
を被処理材に投射して、被処理材の削食量を５μｍ以下に抑制しつつ、その表層に圧縮残
留応力を付与するもので、かかる本発明によれば、被処理材に従来に増して高い１８００
ＭＰａ以上の圧縮残留応力を付与することができ、これにより自動車の歯車その他の高強
度部品の疲労強度を効果的に高めることができる。
【００１６】
　本発明において、被処理材の硬さが７５０ＨＶ未満であると、ショットピーニングによ
って被処理材の表層に十分な圧縮残留応力を付与することができない。
　圧縮残留応力を付与できる限界は、被処理材の降伏強度（ほぼ０．２％耐力）までとさ
れており、その降伏強度は被処理材の硬さと比例関係にある。
　従って被処理材の硬さが７５０ＨＶ未満の場合、圧縮残留応力を付与できる限界が低く
、十分な高圧縮残留応力を付与することができない。
　そのため本発明では被処理材の硬さを７５０ＨＶ以上となしておくことが必要である。
【００１７】
　本発明ではまた、投射材硬さを被処理材硬さよりも硬くしておくことが必要である。
　投射材の硬さが被処理材の硬さよりも低いと投射材が塑性変形（降伏）してしまい、被
処理材に対して圧縮残留応力を付与するためのエネルギーが十分加えられない。また、投
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射材の寿命低下を招く。
　特に本発明においては、投射材の硬さを被処理材の硬さに対して５０ＨＶ以上高くして
おくことが、被処理材に高い圧縮残留応力を付与するために必要であるとの知見が得られ
た。
【００１８】
　逆に投射材の硬さが被処理材の硬さよりも２５０ＨＶを超えて高いと、投射のエネルギ
ーが削食に使われてしまい、効果的且つ安定的に高圧縮残留応力を付与することができな
い。
　また例え被処理材に高い圧縮残留応力を付与できたとしても、投射材の硬さが被処理材
に比べて硬過ぎるために、被処理材の表層の削食量が過大となり、そのことが高強度部品
の寸法の規格外れをもたらす原因となるのみならず、その大きな削食によって被処理材の
表面粗さを大きくし、疲労破壊の起点となる可能性がある。
【００１９】
　また高圧縮残留応力を付与し得たとしてもその圧縮残留応力は一定以上には高くならず
、即ち投射材の硬さが硬くなった分に見合って圧縮残留応力が高くなるわけではなく、あ
るところで飽和してしまう。
【００２０】
　一方で硬さが著しく硬い投射材はコスト的にも高いものであり、処理費用が高くなって
しまう。
　この意味において、本発明では被処理材の硬さと投射材の硬さとの差を２５０ＨＶ以下
に規制することが必要的である。
【００２１】
　本発明では、削食量を５μｍ以下と規定しているのは、その理由は削食量がこれよりも
多くなると、投射エネルギーが削食に使われてしまって、圧縮残留応力の付与に効果的に
利用されず、また削食が大きく生じることで高強度部品の寸法が大きく減少悪化してしま
うことによる。
【００２２】
　尚本発明において、被処理材の硬さＨＶ(m)は浸炭処理後の被処理材の表面から深さ０
．０５０ｍｍまでの表層の硬さを意味している。即ち式(１)～(３)で規定される被処理材
硬さＨＶ(m)は深さ０．０５０ｍｍまでの表層の硬さを意味している。
【００２３】
　本発明では、浸炭等の条件を制御することによって被処理材の硬さＨＶ(m)を７５０Ｈ
Ｖとすることができるように、被処理材の硬さを上記式(１)～式(３)で規定している（こ
の硬さは非破壊で予測できる硬さである）。
　式(１)において、前半の{f(C)-ｆ(T,t)}(1-γＲ/100)は焼戻し処理後のマルテンサイト
による硬さへの寄与度を表しており、また式(１)の後半の400×γＲ/100は残留オーステ
ナイトによる硬さへの寄与度を表している。
【００２４】
　被処理材において、マルテンサイトへの変態は常温までの冷却では完了せず、実際には
焼入れ（マルテンサイト）組織と未変態の残留オーステナイトとの混合組織となる。
　そのため、被処理材の硬さの推定はそれらに基づいて行う必要がある。
　ここで式(１)の前半における{f(C)-ｆ(T,t)}は、焼戻し後のマルテンサイト硬さを表し
ており、f(C)は焼戻し前のマルテンサイトの硬さを、f(T,t)は焼戻しによる硬さ低下量を
それぞれ表している。更に(1-γＲ/100)はマルテンサイトの体積比率を表している。
【００２５】
　ここでf(C)は式(２)、即ちｆ(C)＝-660C２＋1373C＋278で表される。
　この式は、炭素濃度の種々異なったマルテンサイトについて、炭素濃度と硬さとの関係
を二次曲線回帰による近似式として求めたものである。
【００２６】
　一方、焼戻し状態は焼戻し温度と焼戻しの保持時間とによって定まってくることから、
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焼戻しによる硬さ低下量ｆ(T,t)をそれら焼戻し温度T，保持時間ｔを用いて、（Hollomon
等による）焼戻しパラメータと実測硬さに基づく近似式0.05T(logｔ＋17)－318で表した
ものである。
　尚式(１)の後半における数値４００は残留オーステナイト硬さを表している。
【００２７】
　本発明では、表層C濃度を０．６０～１．０％の範囲内としておく。
【００２８】
　C濃度が０．６０％未満であると、C量が低いために被処理材硬さが低くなってしまい、
被処理材における上記硬さの条件を満たすことが難しい。
【００２９】
　逆にC濃度が１．０％超であるとC量が過剰となり、残留オーステナイトが多量に生じて
被処理材の硬さを低下させ、被処理材における上記硬さの条件を満たすことが難しい。ま
たC量が過剰であると粒界炭化物が多量に析出し、疲労強度の低下を招く原因となる。
【００３０】
　更に、C濃度は０．６０～０．８５％の範囲にしておくことが好ましい。０．８５％を
超えると、残留オーステナイトが多量になり、被処理材硬さが低下し始める。しかし、鋼
材を室温以下の低温（－８０℃以下）に冷却するサブゼロ処理を施すことにより、鋼材の
残留γがマルテンサイト変態し、これにより焼入れ後に１０～４０vol％あった残留γ量
が５～１５vol％以下に低減される。その結果、被処理材の硬さが改善される。
【００３１】
　尚、浸炭は真空共析浸炭が好ましい。
　ガス浸炭の場合、表面酸化に伴う軟質な浸炭異常層（粒界酸化発生による焼入性低下）
が発生するため、被処理材硬さを低下せしめ、被処理材の硬さを請求項１の条件を満たす
ような硬さとすることが難しい。但し、ガス浸炭の場合には、焼入れ性の高い材料を用い
るか、浸炭後（ショットピーニング処理前）に異常層を除去することで、被処理材の硬さ
を満足させることが可能である。
【００３２】
　本発明では、投射材として粒径がφ０．０５～０．６ｍｍのものを用い、またその投射
材をエア圧力０．４～０．６ＭＰａで被処理材に投射するようになすことが望ましい（請
求項２）。
【００３３】
　投射材の粒径が０．０５ｍｍ未満の場合、投射材の作製自体が困難となる。
　一方粒径が０．６ｍｍ超の場合、圧縮残留応力のピーク値が深くなり過ぎ、疲労強度向
上に有効な圧縮残留応力分布が得られ難い。
　疲労強度に有効なピーク位置は表面から深さ１００μｍまでの部位である。
【００３４】
　またエア圧が０．４ＭＰａ未満の場合、ピーニング強度が低下し、１８００ＭＰａ以上
の高圧縮残留応力を付与することが困難となる。
　逆に０．６ＭＰａ超の場合、ピーニング強度が過剰となって削食量を多くしてしまう可
能性がある。更に通常のショットピーニング処理装置では投射圧（エア圧）０．６ＭＰａ
以上とすることが難しい。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３５】
　次に本発明の実施形態を以下に詳しく説明する。
　表１に示す化学成分の鋼種（JIS G 4052に規定するSCM420H（クロムモリブデン鋼）で
、表１中の中段はSCM420Hの成分範囲を、下段は試験に供したものの成分値を示す）を用
いて、φ２５ｍｍ×１００ｍｍＬの丸棒形状に加工し、これを被処理材として表２，表３
に示す条件で浸炭処理及びショットピーニング処理し、削食量，圧縮残留応力ピーク値を
求めて評価した。
　尚ショットピーニング処理は以下のようにして行った。
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【００３６】
【表１】

【００３７】
＜ショットピーニング処理方法＞
　図１に示しているように、噴射ノズル１０を備えたエア式のショットピーニング装置を
用い、ショットピーニング処理を行った。
　被処理材１２は、噴射ノズル１０からの距離が２００ｍｍ、投射角が被処理材１２の加
工面に直角となるように設置した。
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　そして被処理材１２を回転テーブル上で３０ｒｐｍ（＝２秒間に１回転）で回転させ、
被処理材１２の表面にショットピーニング処理を施した。
　ここで投射時間は、カバレージが３００％となるように設定した。また投射材は粒径が
φ０．０５～０．６ｍｍ，硬さ７００～１３８０ＨＶのものを使用し、投射圧（エア圧）
を０．３～０．６ＭＰａの範囲として実験を行った。
　尚図１中の１４はマスキングを表している。
【００３８】
　上記にてショットピーニング処理したものについて、以下に示す方法で削食量及び圧縮
残量応力ピーク値を求めた。
＜削食量測定方法＞
　レーザー寸法測定装置を用い、ショットピーニング処理前および処理後の被処理材１２
の直径を測定し、削食量は、次式によって計算された値を使用した。なお削食量はｎ＝１
０回測定した平均値を用い、測定部位はショットピーニング狙い位置中心(最大削食量発
生箇所)とした。
削食量＝(D1-D2)/2
　　　D1＝ショットピーニング処理前の直径
　　　D2＝ショットピーニング処理後の直径
【００３９】
＜圧縮残留応力測定方法＞
　ショットピーニング処理後の処理品の圧縮残留応力測定方法は、非破壊的方法として一
般的な「JIS B2711」に規定されているＸ線回折を利用したＸ線応力測定法を用いた。
　今回のサンプルは、マルテンサイト組織の鋼である為、測定は特性Ｘ線の種類＝CrΚα
線、Ｘ線応力係数k＝-318[MPa/°]を用いて行った。
また、測定部位はショットピーニング狙い位置中心とした。
　尚、圧縮残留応力のピーク値（＝最大値）は、入射Ｘ線束の断面寸法のほぼ２倍の範囲
を、電解研磨によって、所定の深さになるように除去した後、残留応力分布を測定するこ
とにより求めた。
【００４０】
　尚、表２，表３において表層の炭素濃度測定及び残留オーステナイト測定は以下の方法
にて行った。
＜表層炭素濃度測定方法＞
　表層炭素濃度はサンプル（被処理材１２）破壊を防止する為、サンプルの浸炭処理の際
に同装した同一成分のダミー材（φ２０×５ｔ）を用いて測定した。測定は発光分光分析
法を用い、測定部位はダミー材の平面部で測定回数をｎ＝２とした。その原理は、試料中
の対象元素(C)を放電プラズマによって蒸発気化励起し、得られる元素固有の原子スペク
トルの波長を定性し、発光強度から定量を行うというものである。
【００４１】
＜残留オーステナイト測定方法＞
　Ｘ線回折法により、表層部(深さ数１０ミクロンまで)の残留オーステナイト(=γR)を非
破壊的に求めた。
その原理は、Ｘ線回折によって求められたγR{220}を測定し、α'{211}と回折線プロファ
イルの積分強度を比較することにより、残留オーステナイトの体積％が求められる。
　結果が表２及び表３に示してある。
【００４２】
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【表２】

【００４３】
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【表３】

【００４４】
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　表３において、比較例１では被処理材の硬さが６８２で、本発明の下限値である７５０
よりも低く、また被処理材と投射材との硬さの差も小さく、そのため圧縮残留応力値も目
標とする１８００ＭＰａ以上を満たしていない。
　この比較例１では、表層C％が０．５１％で表層C％についての条件も満たしておらず、
被処理材の硬さを低くする原因となっている。
　更にこの比較例１では、ショットピーニングの際のエア圧が０．３で請求項２の条件を
満たしておらず、それらの結果として圧縮残留応力の値が低いものとなっている。
【００４５】
　比較例２では、被処理材の硬さの条件については本発明の条件を満たしているものの、
比較例２では投射材の硬さの方が被処理材よりも低く、圧縮残留応力値は低いものとなっ
ている。
　この比較例２においても、ショットピーニング処理の際のエア圧が請求項２の条件を満
たしていない。
　比較例３では、投射材の硬さの方が被処理材の硬さに対して低く、目標とする１８００
ＭＰａの圧縮残留応力値が得られていない。
【００４６】
　比較例４では、被処理材の硬さが７３５で本発明の下限値である７５０よりも低く、圧
縮残留応力値も目標とする１８００ＭＰａよりも低い値となっている。
　この比較例４ではガス浸炭を行っており、これにより生ずる浸炭異常層のために被処理
材の硬さが低くなっている。
　比較例５では、被処理材の硬さが本発明の下限値以下であり、圧縮残留応力値も目標値
に達していない。
【００４７】
　比較例６では、被処理材の硬さが低く、圧縮残留応力値も目標値に対して低い値となっ
ている。
　またこの比較例６では、投射材と被処理材の硬さの差が２６８で本発明の上限値よりも
大きく、このため５μｍ超以上の大きな削食が発生している。
【００４８】
　比較例７では、被処理材の硬さが低く、圧縮残留応力値も低くなっている。
　この比較例７ではまた、表層C％が１．０３％で請求項１の条件を満たしておらず、残
留オーステナイト量も４１％と高い値を示しており、このことが被処理材の硬さを低くし
ている。
【００４９】
　比較例８は、被処理材の硬さが低く、圧縮残留応力値も低い値となっている。
　この比較例８では高濃度浸炭を行っており、炭化物析出のためマトリックス硬さが低く
なっている。
【００５０】
　比較例９では、被処理材の硬さが低く、また５μｍ超の削食が生じている。圧縮残留応
力値も低い。
　更にこの比較例９では、表層C％が請求項１の下限値よりも低く、このことが被処理材
の硬さを低くしている。
【００５１】
　比較例１０では、被処理材の硬さは本発明の条件を満たしているものの、投射材の硬さ
が著しく高く、そのため投射材と被処理材との硬さの差が本発明の上限値よりも大幅に大
きく、圧縮残留応力値が目標値を満たしていないのに加えて、大きな削食が発生している
。
　またこの比較例１０では、ショットピーニングの際のエア圧が請求項２の条件を満たし
ていない。
【００５２】
　比較例１１では、投射材の硬さが著しく高く、圧縮残留応力値については目標値である
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１８００ＭＰａを満たしているものの、著しく大きい削食が発生している。
　比較例１２においても、投射材の硬さが著しく高過ぎるため、同様に大きな削食が発生
している。
　同様に比較例１３においても、投射材の硬さが高く、被処理材の硬さとの差が本発明の
上限値を超えて大きいために、削食が大きく発生している。
【００５３】
　これに対し、実施例１～１４のものは何れも本発明の条件を満たしており、その結果圧
縮残留応力値も目標値である１８００ＭＰａ以上の大きな値となっている。
　尚、実施例１～実施例７では低温焼戻しによって被処理材の硬さが高硬度となっている
。
　実施例８では、サブゼロ処理に加えて低温焼戻しにより被処理材の硬さが高硬度化して
いる。
　実施例９では、表層C濃度が適正化されることによって被処理材硬さが高硬度化してお
り、実施例１０ではこれに加えてサブゼロ処理により被処理材硬さが高硬度化している。
　尚参考例１１では、表層C濃度が高濃度で、これに加えてサブゼロ処理が施されること
により、被処理材硬さが高硬度化している。
　今回のサブゼロ処理では、－８５℃の雰囲気中に鋼材を１２０ｍｉｎ保持した。
【００５４】
　以上本発明の実施形態を詳述したが、これはあくまで一例示であり、本発明はその趣旨
を逸脱しない範囲において種々変更を加えた態様で構成可能である。
【図面の簡単な説明】
【００５５】
【図１】本発明の実施形態において行ったショットピーニング方法の説明図である。

【図１】
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